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図 1-5 製品メーカの希望取引価格 
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引量）を設定する．図 2-2 は製品メーカの初期の希望取引条件①(𝑤1, 𝑞𝑚1)の














































𝜋𝑚 = 𝑞𝑚(𝑤𝑇 − 𝑐𝑚)                       (2 − 2) 
 
【制約条件】 








 𝜋𝑟 = 𝑞𝑇(𝑝 − 𝑤𝑇 − 𝑐𝑟)                         (2 − 5) 
 
【制約条件】 




𝑐𝑟 = 𝑣𝑟 + 𝑓𝑟/𝑞𝑇                                                                                                                    (2 − 7) 














































𝑞𝑇 = 𝑞𝑚0                           (2 − 9) 
   
希望取引価格： 
𝑤𝑇 = (𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚)/𝑞𝑚0 + 𝑣𝑚                   (2 − 10) 























− 𝑣𝑟 − 𝑣𝑚 −
𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚
𝑞𝑚0
) 𝑞𝑇 − 𝑓𝑟               (2 − 11)  











− 𝑣𝑟 − 𝑣𝑚 −
𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚
𝑞𝑚0
















(𝑣𝑟 + 𝑣𝑚 +
𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚
𝑞𝑚0




















































































𝐸𝑚 = ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑚𝑖𝑛




′(𝑝𝑚𝑖𝑛) + 𝐸𝑚                                                                                         (2 − 16) 
 
𝐸𝑠 = ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛








































+ 𝑓′(𝑝𝑚𝑖𝑛)                                                          (2 − 20) 






































































𝑝𝑚𝑛−1：製品メーカの第(𝑛 − 1)回の希望取引価格 
𝑝𝑠𝑛：部品メーカの第𝑛回の希望取引価格 
𝑝𝑠𝑛−1：部品メーカの第(𝑛 − 1)回の希望取引価格 
 





































































































































































図 2-10 協調型取引方式のコンセプト 
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図 2-13 協力事項の最終取引価格から離れた取引価格が決定される問題 






























した協力事項に従って，取引参加者となるプレイヤ A とプレイヤ B は同時
に各自の希望取引条件をコーディネータに提示する．そして，コーディネー
タは 2社の希望取引条件の改善進捗を確認しながら，提案改善の終着点とな
図 2-15 コーディネータを介した協調型取引方式のコンセプト 


































































𝑞 = −𝑎𝑝 + 𝑏  (𝑎, 𝑏は非負定数)                                                                                  (3 − 1)  
  
【推定した初期の合計コスト関数𝐶𝑡1】 
𝑞𝑇 = −2𝑎𝑐𝑡 + 𝑏                                                                                                                   (3 − 2) 
（𝑐𝑡は推定した製品の単位あたりの生産コストと単位あたりの販売コストの



















𝑞𝑇1 = 𝑏/2                                                                                                                              (3 − 4) 
取引価格： 
𝑤1 = (−2𝑎
















































































































𝑐𝑚1 = (𝑏𝑚1 − 𝑞)/𝑎𝑚1                                                                                                        (3 − 6) 
 
固定費の関数： 
𝑐𝑓𝑚 = 𝑏𝑚𝑛/𝑎𝑚𝑛                                                                                                                    (3 − 7) 
 
𝑝𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡(提案②) ≥ 𝑝𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡(提案①)の条件により， 

























新たな合計コスト関数を生成する．コーディネータは 2 社のうちに，最低 1
社の提案が改善される場合に 2 社の合計コスト関数を更新する．図 3-7 は 2
社のコスト関数の更新により， 2社の合計コスト関数の傾きを修正すること
を示している． 





























































































































































































比を 30% と 70%とし，コーディネータ設定した初期の合計コスト関数と実
際のコスト関数との差異（傾きの違い）を 5%とした場合の数値実験を行っ
















































































































































































































 𝑑𝑚1は製品メーカの 1回目の希望価格帯の改善量となる． 


















































































































































































































































































































































 そして，図 5-3 は製品メーカの変動費が変わらないという前提の実験結果
となっている．同じ変動費で製品を製造するメーカにおいては，生産規模が





















































































































































































































































































































































変動費 ＝ ∆営業費用/∆出荷台数 

































カメラ 26,658 6.8 23,500 1,134,383 
テレビ 19,822 5.1 50,000 396,440 
レコーダー・
ビデオカメラ 
15,778 4 42,000 375,667 
オーディオ 12,698 3.2 85,520 148,480 

















































































































表 B-1 液晶パネル（32型）の価格推移 （単位：ドル）[44][45][46] 
年 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 






























 2016 2017 2018 
1月 53 74 64 
2月 52 74 63 
3月 52 74 61 
4月 53 74 56 
5月 55 74 50 
6月 57 73 44 
7月 62 71 50 
8月 70 69 55 
9月 75 68 56 
10月 76 67 52 
11月 76 67 48 
12月 75 66 43 
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